


 
 

提言の骨子 

 
地方沿岸域のもつ豊かな海の恵みを活かして地域の持続的発展を図るために、沿岸域総

合管理の推進が不可欠である。地方自治体の行政が本来持っている総合性を発揮して、

諸課題に対応して地域の活性化ならびに地方創生の実現に資するため、以下の提言を行

う。 
 

 
提言（総論） 

沿岸域総合管理の仕組みを用い、地域の計画の構築の促進と、そうした地域を支援する方

策を早急に確立すべきである。 
 
 

提言１ 

地方自治体は、沿岸域総合管理の仕組みを用いて、陸域と海域を一体的かつ総合的に

管理する取組の推進を目指すべきである。 
 
 

提言２ 

国は、海洋基本法、海洋基本計画に示された、基本的施策である「沿岸域の総合的管

理」にもとづいて地方自治体に対する支援の仕組みの構築を推進すべきである。 
 
 

提言３ 

自然的社会的条件からみて一体的に施策が講ぜられることが相当と認められる沿岸

域の総合的管理の対象となる「海域（地先水面）」については、市町村域への編入につ

いて地方自治体から申請があった場合は、国は積極的にこれを認め、海域においても陸

域同様に市町村による管理が実施される環境を作り、地方自治体の行政事務として海域

と陸域を一体として沿岸域総合管理計画を策定することを奨励すべきである。 
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まえがき 
 

本提言は、全国の地方に存在する比較的小規模な沿岸域（以下、地方沿岸域と称する）

のもつ豊かな海の恵みを活かして地域の持続的発展を図ることを目的とし、そのために、

沿岸域総合管理の推進が不可欠であることを改めて示し、地方自治体と国が目指すべき方

向性を取りまとめている。一口に地方沿岸域と言っても、その広がりのパターンは様々で

ある。単独の市町村域に含まれるような小規模なものから、複数市町村域にまたがるもの、

県域を越えるものがある。さらに海域に囲まれている島嶼の場合には、別のパターンとな

る。 
平成の大合併により市町村域が広域化したことにより、より多くの市町村が単独で森・

川・里・海に広がる沿岸域を包含する場合が増えた。それと同時に、複数の市町村が集ま

って一つの地方自治体となった場合、合併前の市町村のコミュニティが担っていた自治能

力が周辺部など一部で合併後の市町村の中で十分に活かされていない場合も見られる。さ

らには、地方沿岸域においても環境劣化が進行しており、地域の漁業生産や観光産業など

への影響が懸念されている。こうした背景から、本提言では、緊急の対応・支援が必要と

考えられる地方沿岸域の総合的管理の推進を図るために、まずは、単独または 2－3 の地

方自治体（市町村）が管理主体となる場合に焦点を当てて必要な提言を取りまとめること

とした。 
地方自治体が沿岸域の総合的管理を推進するためには、陸域だけでなく身近な海域も同

じように市町村域として認識し、主体的に海域と陸域を一体とした管理計画を作り、総合

的・順応的に事業を実施していくことが必要である。そのための方針として、現在の個別

制度を活かしながら、包括的な取り組みの考え方に則り、地域の問題の解決に役に立つよう

な、沿岸域総合管理の実践を推進する制度を提言することとした。その中には、地方自治体

から沿岸域総合的管理のために対象となる身近な海域（地先水面）を市町村域に編入すると

いう申請があった場合には、国等がこれを積極的に認めることなども含まれている。 
本提言を手引きとして、地方主体の沿岸域総合管理が実施され、それを国が支援すること

で沿岸域総合管理が推進されること、ひいては地方創生につながる動きが促進されること

を期待する。本提言は、主として日本の小規模な地方沿岸域を対象としているが、それ以

外の東アジアや島嶼国での沿岸域総合管理の推進においても参考となるものであり、幅広

い活用を期待する。 
本提言の作成にあたっては、地域において沿岸域総合管理のモデル的な取組みを行う中

で、問題点の抽出、必要な支援について実証的な研究1を進める共に、総合的海洋政策研究

委員会2の審議を経て制度に関する考察を行った。ここに記して関係者に深く御礼申し上

げる。 

                                                  
1 海洋政策研究財団：沿岸域総合管理のモデルの実施に関する調査研究事業 
2 海洋政策研究財団：我が国における海洋政策の調査研究事業 
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背景 
 

沿岸域は、多様な地形を有し、森川里海が交わる場として豊かな生態系を涵養し、人々

の居住、漁業、農耕、さらには海上交通、商工業立地など人間社会の営みにとって重要な

地域であり、沿岸、特に内海、内湾、河口などに都市が発達してきた。沿岸域には森川里

海の連関があり、それぞれに豊かな生態系が存在し、それらが水（海水）を介してつなが

ることで物質循環が活発となり、豊かな生物資源を提供してきた。 
20 世紀の後半に入ると、沿岸の都市およびその周辺への人口や産業の集積が急速に進

み、それに伴って浅海域の埋立てが進行した。他方、産業･生活から大量の汚水･廃棄物が

河川･海域へと排出された。 
沿岸の地域社会は、これらの急激な発展とそれに続いて起こった環境悪化、生物資源の

減少、そして沿岸域の利用の競合などの問題に直面してそれらへの対応を迫られ、その模

索の中から陸域・海域からなる「沿岸域の総合的管理」に「多様な関係者が参加して計画

的、順応的に取り組む」という政策概念が生まれてきた。これには、市民が地域社会の問

題を自らの問題としてその解決に取り組むという民主主義を取り入れた市民社会の発達

という 20 世紀後半を特徴づける人間社会の側の変化も大きく寄与している。 
国際社会においては、沿岸域総合管理は、1960 年代にスタートした米国カリフォルニ

ア州のサンフランシスコ湾地域の沿岸域管理に端を発し、1972 年の米国「沿岸域管理法」

の制定、1980 年代におけるカナダ、ヨーロッパ諸国、オーストラリアでの沿岸域総合管

理の広がり、1992 年の国連環境開発会議（地球サミット）の行動計画「アジェンダ 21」
へ沿岸域総合管理による持続可能な開発の義務が明記されたこと等により沿岸域総合管

理が国際標準的なシステムとなり、アジアなどへと広まっていくとともに、GEF プロジ

ェクト等により東アジア海域環境管理パートナーシップ（PEMSEA）等の地域における実

施も進められてきた。 
我が国の沿岸域においても、1960 年代からの経済発展期の人口が密集し複数の自治体

が水域を共有する都心部の沿岸域（以下、都市沿岸域と称する）への人口集中、環境への

負荷の増大を受け、公害や内湾・内海の環境問題への対応がなされ、水質汚濁防止法（1971
年）や瀬戸内海環境保全臨時措置法（1973 年）等の制定、海岸法の改正（1999 年）が行わ

れた。1998 年の全国総合開発計画「21 世紀の国土のグランドデザイン」に至り、沿岸域圏

総合管理への取組みが謳われ、2000 年に「沿岸域圏総合管理計画策定のための指針」が決

定された。しかし、我が国の沿岸域総合管理は全国的にはあまり進展しなかった。 
我が国で沿岸域総合管理が新しい段階に入る契機となったのが、海洋基本法（2007 年）

の制定である。同法が定める 12 の基本的施策のひとつとして「沿岸域の総合的管理」が初

めて法律に位置づけられた。 
都市沿岸域においては、2003 年に都市再生本部の第 3 次決定に「海の再生」が記され、

海の再生プロジェクトとして、2003 年から順次、東京湾、大阪湾、伊勢湾（三河湾を含
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む）、広島湾で国の関係省庁、地方自治体が主体となり再生推進会議が発足し、各々10 年

計画の再生行動計画が策定されている。例えば、東京湾では、2003 年に「東京湾再生の

ための行動計画」を策定し、陸域対策、海域対策、モニタリングの 3 つの柱で「快適に水

遊びができ、多くの生物が生息する、親しみやすく美しい「海」を取り戻し、首都圏にふ

さわしい「東京湾」を創出する」という目標を掲げて取り組んだ。2013 年から第 2 期の

行動計画を実施しているが、第 1 期の反省を踏まえ、より多くの関係者を連携しながら活

動の輪を広げるために、従来の行政主体の東京湾再生推進会議に並んで東京湾再生官民連

携フォーラムを設置し、市民・企業・関係者からの意見を取り入れる仕組みを充実させた。

こうした先進事例により、都市沿岸域の総合的管理の進展が期待されている。 
地方沿岸域においては、里海・里山などの地域住民の知恵の蓄積があり、基礎自治体が

単独に近い形で管理を運営できるため、地方自治体が本来持っている総合性を発揮し、沿

岸域総合管理が実施されていくことが期待される。しかし、市町村合併による地方自治体

の広域化、環境悪化の進行、疲弊する地域経済振興と環境保全の両立の難しさ、海域利用

の多様化による利用間調整の必要性など多くの課題に対応するための人的・財政的・技術

的資源が十分でないことなどから、思ったように沿岸域総合管理が進捗していないのが現

状である。 
新たな海洋基本計画（2013 年）において「各地域の自主性の下、多様な主体の参画と

連携、協働により、各地域の特性に応じて陸域と海域を一体的かつ総合的に管理する取組

を推進することとし、地域の計画の構築に取り組む 地方を支援する。」と記され、「多様

な関係者が参加して計画的、順応的に取り組む」という沿岸域総合管理の推進・支援が謳

われた。しかし、残念ながら、沿岸域総合管理計画の立案やその実施に向けた具体の支援

については、いまだ十分な施策が実施されている状況にはない。 
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１．沿岸域総合管理のすがた 
本提言では、「沿岸域を海域・陸域一体のものとして捉え、多様な関係者の合意に基

づいて、その自然の恵みの持続的利用と環境保全の均衡および社会活動の複雑化・高度

化に対応した利用間の調整を図る沿岸域総合管理計画を策定し、関連の事業を順応的に

実施していく仕組み」を沿岸域総合管理と定義する3。 

・ 21 世紀の国土のグランドデザイン（1998）：沿岸域の安全の確保、多面的な利用、良好な

環境の形成及び魅力ある自立的な地域の形成を図るため、沿岸域圏を自然の系として適切

にとらえ、地方自治体が主体となり、沿岸域圏の総合的な管理計画を策定する。 

・ 沿岸域圏総合管理計画策定のための指針（2000 年）：沿岸域において、安全で多様な機能

をもつ質の高い空間の形成や、美しく健全な沿岸域環境の復元・創造を推進するに当たっ

ては、沿岸域における総合的な調整・管理が必要である。 

・ 日本沿岸域学会 2000 年アピール（2000）：沿岸域は、水深の浅い海とそれに接続する陸

を含んだ、海岸線に沿って延びる細長い帯状の空間である。またそこは陸と海という性質

の異なる環境や生態系を含み、陸は海からの、また海も陸からの影響を受ける環境特性を

持っている。 

・ 米国沿岸域管理法（CZMA）(1972)4 ：沿岸域管理法の目的として、(1) 沿岸域の資源の

将来世代に対しての保護、保全、開発、再生、修復すること (2) 州が沿岸域に責任を持っ

て、経済的な観点だけでなく生態的、文化的、歴史的、美的配慮の元、開発と推進の管理

プログラムにより陸地と海域を賢く使うこと、(3) 重要な自然資源を保全するために空間

計画を導入すること、(4) 市民の参画と協同を推進すること、(5) 国、州、地方機関との

調整、協同を図ること、(6) 変化し続ける状況が沿岸の環境や資源の管理に影響すること

に対応すること等が示されている。 

・ Chua (1993)5 : 海洋・沿岸域総合管理の主たる目的は、持続可能な開発と沿岸域とそこ

に生息する生物的な資源の有効な利用である。海洋・沿岸域総合管理は持続的な海洋と沿

岸域の管理を推進する動的で学際的、参加と相互関係を持った過程であり、環境、経済、

社会文化、レクリエーションの目的の利用を長期的に均衡させる。海洋・沿岸域管理は、

定義された海洋・沿岸域における人々の活動に総合的な計画手法と管理を適用する。その

ときに生態学的、社会的、文化的、経済的な面やそれらの間の相互作用を考慮する。理想

的には、海洋・沿岸域総合管理は、地形学的な境界で定義された中、緻密に総合化され一

貫した管理の枠組みの中実施される。 
 
 

 
こうした沿岸域総合管理を地方沿岸域に適用することを前提として、その基本的な概

念である対象、狙い、主体、プロセス、位置づけ、効果について以下のように整理する。 
 
                                                  
3 2013 年の提言において、沿岸域総合管理が 6つの概念（対象となる沿岸域の設定、地域

が主体となった取組み、総合的な取組み、協議会等の設置、計画的・順応的な取組み、地

方公共団体の計画への位置づけ）からなると示されている。 
4 Coastal Zone Management Act of 1972, 16 U.S.C.§1451-1465. 
5 Chua, T. E. (1993). Essential elements of integrated coastal management. Ocean & 
Coastal Management, 21: 81-108. 

4



5 
 

（１）対象とする沿岸域 
沿岸の諸問題が相互に密接な関連を有し及び全体として検討されるべきでることに

鑑み、地方自治体が一体的に考えるべき陸域・海域を本提言で扱う沿岸域の範囲とする。

特に、自然地形（海域においては内湾のような閉鎖性水域、外海に面する海岸線、地先

水面など、陸域においては河川流域など）、一次産業（漁業、農業や林業）、社会活動（海

運・舟運・陸運や人の行き来など）が、それぞれの沿岸域を特徴づけている。 

・ 米国沿岸域管理法（CZMA） (1972) ：沿岸域は、沿岸の水域（海底下および接する陸域

を含む）と隣接する海岸地（その中の水域や地下水を含む）、近接し強く相互作用を及ぼ

すいくつかの沿岸州の海岸線や、島々、潮間帯、遷移帯、塩田、湿地、海岸を含む。 

・ 沿岸域圏総合管理計画策定のための指針（2000）：沿岸域は、水圏、地圏及び気圏の交わ

る空間であり、自然の微妙なバランスの下、優れた景観や多様で豊かな生態系が形成され

るなど環境上貴重な資源である一方、産業利用、交通・物流利用、観光・レクレーション

利用等さまざまな利用の要請が輻輳し、多様な関係者間の調整を要するなどの特性を有し

ていること。このような特性を有する。 

・ 日本沿岸域学会 2000 年アピール（2000）：「沿岸域は、水深の浅い海とそれに接続する陸

を含んだ、海岸線に沿って伸びる細長い帯状の空間である。またそこは陸と海という性質

の異なる環境や生態系を含み、陸は海からの、また海の陸からの影響を受ける環境特性を

持っている。」また、沿岸域総合管理法で定めるべき管理範囲について、「海域においては

海岸線から領海までとし、陸域は海岸線から海岸線を有する市町村の行政区域、および必

要な場合はその沿岸域に大きな影響を与える河川流域の範囲を最大として、当該沿岸域の

地域特性に応じて決定する。」 

・ カリフォルニア沿岸管理計画：一番近い沿岸山地から州の管轄水域（State Waters）の境

界までの陸から海までを一体として沿岸域としている。米国においては、州の管轄水域は

原則、岸から 3 海里であるので、当該計画では、陸域の分水嶺から、岸から 3 海里外縁と

する海域までの範囲を管理対象としている。 

・ 志摩市里海創生基本計画（沿岸域総合管理計画）：志摩市では、陸域は市域全体、海域は

共同漁業権が設定されている海域とした。下図参照（左：英虞湾沿岸域、中：的矢湾沿岸

域、右：太平洋（熊野灘）沿岸域、緑色部分が陸域、水色部分が海域） 

 

志摩市里海創生基本計画の取り組みを実施する区域 
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（２）沿岸域総合管理の狙い 
地方自治体において沿岸域総合管理計画の策定や沿岸域総合管理協議会の設置によ

る沿岸域総合管理の実施が図られるならば、海域と陸域を一体として捉えた合理的な

資源管理（生物、鉱物、景観など）やその恵みの利用と環境の保全の均衡を図るこ

と、錯綜する管理主体・法制度にまたがる利用に関する調整を行うことが可能とな

る。特に、計画策定段階から市民・関係者の参画を得、十分な情報共有を行い、合意

形成を進めていくことで、問題が発生してから対処療法的に対応するのではなく、長

期的・総合的視野に立って予防的・計画的に問題解決に取り組むことが可能となる。 

・ 比較的小規模で、独立もしくは複数の地方自治体が関与する地方の沿岸域においては、地

方自治の総合性を持って沿岸域総合管理がなされるべきものであると期待される。市町村

が比較的小規模であった場合には、住民一人一人の意見が反映されるようなきめ細やかな

地方自治機能が発揮されていたと考えられるが、平成の市町村合併による地方自治体の広

域化に伴い、行政の組織が大型化し、業務分担が細分化していくと、以前に有していたよ

うな地方自治機能が市町村の周辺部までいきわたらないといった状況が生じる場合もあ

る。 

 
また、計画立案から実行、評価、計画への反映といった順応的管理（PDCA サイク

ル）を組み込むことで、自然環境や社会経済状況の変化に応じた実施が可能となり、

限られた人的・財政的資源の有効な活用が図られる。 

・ 志摩市の里海創生基本計画においては、順応的管理の仕組みが取り入れられており、準備、

課題認識の後、設定された基本方針に則り、計画策定、事業実施、修正・拡大（評価と計

画修正を含む）が実施されている。 

 
 
海域・陸域を含む沿岸域において、海域は国土としての管理や港湾、水産の利用に

関する管理などが実施されている。これらは、個別の法制度に則り、財産管理・機能

管理の面から実施されているものであり、いまだ横断的な管理制度は確立されていな

い。沿岸域総合管理のための協議会は、こうした個別管理の諸計画との調整を図る場

としても有効である。 

 計画の進捗管理の考え方 

 

○モニタリング 

○基本計画の進捗確認・

評価 

○課題の再抽出 

○次期に向けた計画修正

○方向性の見直し 

○各取り組み実施 

○各取り組みの進捗管理

や評価・見直し 

○課題の抽出 

○基本計画策定 

○関係者間の合意形成 

Ｄｏ(実行) 

Ｃｈｅｃｋ(評価) 

Ｐｌａｎ(計画) 

Ａｃｔｉｏｎ(改善) 
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・ 沿岸域総合管理のための協議会に関係する国や県の関係者が参加することで、整合性の確

保に関する指導や調整を図ることができる。例えば、志摩市の里海創生推進協議会には、

環境省中部地方環境事務所や三重県南勢志摩地域活性化局、三重県水産研究所からの出席

があり、国と県による志摩国立公園の管理と自然再生の取組みに関する調整、情報交換が

なされている。 

・ 地方自治体内での調整として、総合計画の重要性が挙げられる。地方自治法の規定により、

ほとんどの市区町村で総合計画および、その最上位に位置づけられる「基本構想」を策定

している（平成 23 年の地方自治法の改正により、この規定は廃止されているが「基本構

想」の必要性を否定したものではなく、むしろ地方自治体が自由な発想で主体的に策定す

ることが期待されている）。こうした総合計画の中に沿岸域総合管理を位置づけることで

地方自治体内での持続的な調整が図られる。 
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（３）沿岸域総合管理の主体 
地域における沿岸域総合管理の主体は、その人的・財政的・組織的な持続性を担保す

るためにも地方自治体であることが望ましい。その関与形態として、その沿岸域の大き

さ、行政界との関係から、①単独の市町村（志摩市、小浜市等）、②複数の市町村（宿

毛湾等）、③複数の市町村及び県（大村湾等）、④離島の市町村（竹富町等）、⑤大規模

な都市臨海部を持つ内湾域（東京湾等）のパターンが考えられる（別紙１を参照）。 
本提言では、①及び②までを主たる対象として取り扱うこととする。 

・ 単独の基礎自治体が主体となる場合には、自治体本来の持つ総合性が最も発揮されやすい。

特に志摩市では、管理主体として対応するための体制として、里海推進室という沿岸域総

合管理の窓口であり調整役を担う部署が設置されている。 

・ 単独の基礎自治体であっても、合併による広域化を経験している場合（志摩市:2004 年に

5 町が合併した）と、そうでない場合（小浜市：平成の大合併以前からの市域を継承）が

ある。合併して広域化することで広い沿岸域を一体として管理することが可能になると同

時に、自治体内で複数の沿岸域に細分化されたり、旧の町単位での独自性が残っていたり

することが沿岸域総合管理を複雑化させることも考えられる。 

・ 日本沿岸域学会の 2000 年アピールでは沿岸域総合管理主体の設置に関し、「沿岸域総合

管理の基本単位は狭域管理主体とし、地先沿岸域の管理を行う市町村の行政範囲またはそ

の連合体とする。」とされている。 

・ 地形的な境界を基に沿岸域の範囲を画定すると、宿毛湾のように宿毛市と大月町といった

複数の市町村が主体となる場合が生じる。地形的な一体性が高い場合には、産業活動や人

的交流を含め複数の地方自治体といえども連携が十分取れており、沿岸域総合管理を複数

の主体で実施していくことは可能と考えられる。 

・ 沿岸域が大規模になってくると、より多くの地方自治体が関与する可能性が出てくる。大

村湾では、5 市 5 町が湾を取り囲むとともに、大村湾環境再生・活性化行動計画を長崎県

が策定する等、並列の地方自治体が関与するだけでなく、県と市、町といった階層の異な

る地方自治体が関与しており、管理主体が輻輳化してしまう。大規模な都市沿岸域などで

は、「海の再生プロジェクト」を実施する際に「再生推進会議」といった複数の行政が参

加する管理主体を設置することもある。 

・ 離島においては、周囲を海で囲まれているという地形的特徴に加え、特徴的な生態系（亜

熱帯域であればサンゴ礁など）を持ち、そうした自然を背景に特有の文化を発達させてい

る場合がある。沿岸域総合的管理の推進においては、その特徴に配慮することが必要であ

る。 

・ 海洋政策研究財団が 2014 年に行った意識調査の結果では、都道府県や、海洋関連産業の

企業などに比べて、市町村における「沿岸域の総合的管理」や、それを位置づけている海

洋基本法、海洋基本計画の認知度が低く、市町村のような地方自治体が主体として取り組

むためには、幅広い人材育成や能力開発、周知啓発が必要であることが示唆されている。 

 
我が国の法制上、海は原則として私的所有の対象とならないため、海の管理の主体は

公的主体とならざるを得ない。しかし、漁業協同組合や NPO 団体などが実質的な管理

を主導することもありうる。 
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・ 岡山県備前市の日生町漁業協同組合は、独自に始めたアマモ場の再生活動を日生藻場造成

推進協議会に発展させ、岡山県・おかやまコープ等との連携事業も実施している。最近で

は、日生中学校に協力し、総合学習を通した海洋教育の推進にも協力している。 

・ 自然再生推進法による自然再生協議会を設置している場合においては、管理計画の策定、

保全施策の実施などを多様な主体が分担しながら行っている事例が存在する。沖縄県の石

垣島と西表島の間に広がるサンゴ礁海域の石西礁湖（せきせいしょうこ）では、地元住民

や市民団体、行政など、様々な主体が集まり、2006 年に自然再生協議会を結成し、石西

礁湖の自然再生に向けた様々な取組を行っている。 

・ 北海道鵡川町の鵡川河口干潟の再生事業の実施にあたっては、地域住民や学識者、河川管

理者、漁業関係者等からなる「わくわくワーク・むかわ」を設置し、現存する河道内の干

潟および再生する干潟の保全、貴重な水産資源（シシャモ）の保全の実施が行われている。 
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（４）沿岸域総合管理の進め方 
沿岸域総合管理を実施する 5つの段階がある。これらの段階は、必ずしも順番に実施

されるものではなく、前後したり同時進行したりする場合もある。 

① 海陸を一体とした状況把握：区域の設定、海域・陸域の一体とした特性把握、評

価 

② 地域の関係者による合意形成：関連協議会、研究会、協議会の開催 

③ 関連計画との整合に配慮した沿岸域総合管理計画の策定：根拠となる総合計画へ

の位置づけ、独自の管理計画の策定、ゆるやかな調整 

④ 順応的管理による事業実施：事業実施計画の策定、順応的な事業実施、持続的な

実施体制の確立 

⑤ 沿岸域総合管理計画の評価と見直し：事業実施の評価、計画策定の成果の評価、

見直しによる PDCA サイクルの実施 

 

 

 

東アジア海洋環境管理パートナーシップ（PEMSEA）で提唱されている沿岸域総合管

理の実施サイクルの例 
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（５）沿岸域総合管理計画の位置付け 
沿岸域総合管理計画は、沿岸域に含まれる多岐にわたる空間、資源、行為を管理対象

とすることから、国や県などが策定する法定計画（海岸保全基本計画や港湾計画等）や、

その他の計画（漁業権の設定や一般海域の利用等）との整合を図ることが必要である。 
沿岸域において、そうした多様な管理計画の調整を行う法制度は整備されてこなかっ

たことから、沿岸域総合管理計画を策定する過程において、関係者の協議を基本にして

それらの計画との調整を図りつつ、沿岸域総合管理計画を策定することが必要である。 
沿岸域総合管理計画を、地方自治体が策定する総合計画や地方創生のための地方版総

合戦略等の一部に組み込むことで、地方自治体における計画の位置付けを明確にするこ

とが重要である。 

・ 沿岸域総合管理計画の策定時に、必要な関係者の参画を得て内容の整合を図る形を取るこ

とで実行できるが、一旦策定した沿岸域総合管理計画を尊重する意味においても、国など

が上位計画の改訂する時などに、十分にその内容を尊重するための措置を講ずることを明

確にしておくことが望ましい。 

・ さらには、そうした措置を確固たるものにするために、将来的には沿岸域総合管理計画を

その要件に従い、審査・認可するといった制度の設立についても検討すべきである。例え

ば、地域の主体的な取り組みを支援する仕組みとして、地域が一定の要件を満たす計画を

つくって申請をした場合に、助成金なりあるいは技術的支援なりを行うという国による支

援制度の運用に組み込まれた形の審査・認可の仕組みもあり得る。 

・ 志摩市の里海創生推進協議会においては、国や県の関係者が、計画の評価・見直し作業に

参加している。そうした関与は、沿岸域総合管理計画の策定において他計画を尊重するこ

と、また他計画の改正時に沿岸域総合管理計画に配慮されることを可能としている。 
 

11



12 
 

（６）沿岸域総合管理の効果 
沿岸域総合管理を実践することで以下のような効果が期待できる。 

(ア) 地方自治体による総合的な取組みの推進 
① 内湾、地先水面、島と島の間の海域等身近な海域を市町村区域に編入する

ことにより、市町村が身近な沿岸域について自らの問題として総合的に取

り組むことができる。 
② 沿岸の陸域、海域に関する様々な管理制度を横断的に整理して、関係者が

総合的な地域計画を共有して取り組むことができる。 
(イ) 地域特性に配慮した環境と資源の保全と利用の調和の実現 

① 生物多様性（種、群集、生態系）の保全に寄与する利用計画の策定が図ら

れる。 
② 地域産業の振興や地域としての社会活動の取組みの一環としての森川海

の一体的な自然環境、生態系機能の維持の実施を目指すことができる。 
(ウ) 地方自治体による自主性を持った持続可能な開発の推進 

① 過疎化、高齢化の進行が著しい沿岸域・離島の地域社会の活性化対策（定

住促進、ＩＪＵターン促進等）として活用できる。 
② 合併等により広域化した市町村において、これまでの地域・集落が培って

きた生活共同体としての機能を維持して地域を活性化する手段（地域内連

携の強化、地元全体での観光客の受け入れ等）として活用できる。 
(エ) 多様な主体の参加による当事者意識の醸成と新たな展開 

① 様々な関係者が国や地方自治体のリードにより、共通のテーブルについて

議論することにより、参加者同士のネットワークができ、そのネットワー

クの中で新しいビジネスチャンスが広がり、地域の活性化や地方創生（地

域産品のブランド化、新規産業の展開等）につながっていく。 
② 産業の多角化、多様化を推進するための調整がなされていく（例えば、海

洋再生可能エネルギー開発事業に漁業者が参画するなど）。 
(オ) 関連自治体とのネットワーク強化 

① 国内ネットワーク会議などに参加することで自治体同士の連携強化を図

るとともに、そうした連携を通した情報交換、相互援助等により、沿岸域

総合管理の推進を図ることができる。 
② PEMSEA の地方自治体ネットワーク（PNLG）のような国際連携を進め

ることにより、世界とのつながりが強化され 、地域の視野の拡大が図ら

れるとともに、自らの地域の良さ・特徴の再認識をすることができる。 
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２．沿岸域総合管理の普及・拡大に向けた提言 
 

提言（総論） 
沿岸域総合管理の仕組みを用い、地域の計画の構築の促進と、そうした地域を支援する方

策を早急に確立すべきである。 
 
 

解説 
地域の沿岸域は、豊かな恵みをもたらし、地域に根ざした産業、文化の継承・発展等に重

要な役割を果たしてきた。しかし現在では人口減少、環境悪化、天災への不安、地域経済の

落ち込みなど多くの問題を抱えている。 
「沿岸域の安全の確保、多面的な利用、良好な環境の形成及び魅力ある自立的な地域の形

成を図るため、関係者の共通認識の醸成を図りつつ、各地域の自主性の下、多様な主体の参

画と連携、協働により、各地域の特性に応じて陸域と海域を一体的かつ総合的に管理する取

組を推進する」とした海洋基本計画に則り、沿岸域総合管理の仕組みを用いて、地方自治体

の主体的な計画策定とそれを支援する国の制度の充実（活用も含む）を図ることが必要であ

る。その際には、上位計画との整合に配慮する必要がある。 
国はまち・ひと・しごと創生法に基づき長期ビジョン・総合戦略を策定し、東京一極集中

の是正、若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえ、地域の特性に即して地域課題を解

決するという基本的な視点の下、まち・ひと・しごとの創生とそれらの間の好循環の確立に

より、活力ある日本社会の維持を目指している。地方創生の流れの中で示されている地方版

の総合戦略の策定にあたり、沿岸域総合管理の仕組みが活用されることを期待する。 
以下に具体の提言を１から３に列挙する。 
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提言（各論） 

提言１ 
地方自治体は、沿岸域総合管理の仕組みを用いて、陸域と海域を一体的かつ総合的に

管理する取組の推進を目指すべきである。 
 
解説 
地方自治体が管理の主体となり、沿岸域総合管理を進めていくためには、海陸を一体

とした状況把握、地域の関係者による合意形成、上位計画との整合に配慮した計画策定、

持続的な実施体制の構築、順応的管理の仕組みを用いた事業実施・評価に取組むべきで

ある。そうした要件を持った沿岸域総合管理を実施することで、地域が主体となり、市

民が地域社会の問題を自らの問題として取り組む体制が構築される。 
                               別紙１参照 

 
（１） 海陸を一体とした状況把握 
 対象となる地域の社会的、自然科学的条件を把握し、沿岸域総合管理を実施するため

の対象区域の設定、連携すべき関係者の抽出を行う段階である。担当者および当該地方

自治体が沿岸域総合管理の全体像を十分把握し、判断をするに足る情報を収集すること

が肝要である。 
 
（２） 地域の関係者による合意形成 
沿岸域総合管理を実施する根拠となるように、地方自治体の総合計画に「沿岸域総合

管理」を位置づけ、協議会などを設置することで多様な関係者との話し合いの場を持ち、

沿岸域総合管理の取組みで目指すべき方向性についての合意形成をはかる。これは、沿

岸域総合管理計画の策定前に実施されるべき体制整備でもある。 
 
（３） 関連計画との整合に配慮した沿岸域総合管理計画の策定 
地方自治体内での調整として、総合計画への位置づけ、連動が挙げられる。地方自治

法の規定により、ほとんどの市区町村で総合計画および、その最上位に位置づけられる

「基本構想」を策定している（平成 23 年の地方自治法の改正により、この規定は廃止

されているが「基本構想」の必要性を否定したものではなく、むしろ地方自治体が自由

な発想で主体的に策定することが期待されている）。こうした総合計画に沿岸域総合管

理を組み込むことで地方自治体内での調整が図られる。 
通常は先行して策定された総合計画に基づき沿岸域総合管理計画を策定するが、場合

によっては、両計画が同時並行的に議論されていくこともある。こうした調整において

は、市長・町長・村長ら首長によるイニシアチブの発揮といったインセンティブが与え

られることが望ましい。 
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（４） 順応的管理による沿岸域総合管理事業の実施 
（４－１）個別事業の実施計画の策定 
事業内容によっては、次の事業実施と同時並行的に計画策定が進む場合もあるが、事

業実施計画をまず作成し、PDCA サイクルにより実施し、事業評価を経て計画の修正を

行うプロセスを経ることが望ましいと考える。 
 
（４－２）体制構築 
沿岸域総合管理を実施する主体の中に、企画・調整機能を持った担当部署が設置され

ることが望ましい。特に市民参加の促進も含めた関係者との連携や、部署間の調整、ノ

ウハウや経験の蓄積といった面から、継続して担当できる職員の配置や、次の世代に継

承していくための人材育成に配慮する必要がある。 
首長らによるイニシアチブの発揮といったトップダウン型の実施体制と合わせて、こ

うしたボトムアップ型の実施体制の充実も重要である。 
 
（４－３）事業実施 
地方自治体においては、市民参加、順応的管理といった事業実施の枠組みを十分に取

り入れて進めていく必要がある。特に、事業間の調整や、関係者との連携、事業実施に

係る専門家からのアドバイスの適時の受け入れが、スムーズな事業実施に欠かせない。 
 
（５） 沿岸域総合管理計画の評価と見直し 
沿岸域総合管理を持続的な事業形態とするためには、定期的に事業評価をし、その結

果を、計画修正に反映させる PDCA サイクルの確実な実行が欠かせない。特に、評価

プロセスへの市民参加や効果的な評価手法の採用といった面で工夫が必要である。 
評価のための指標の作成や評価にあたっては、評価者が第 3 者的な視点を持つこと、

評価方法に他の地域との比較などを想定した汎用性を持たせることなどに配慮するこ

とが必要である。また、評価の目的は計画改訂に反映させ、より良い計画に昇華してい

くことにあるので、評価と同時に計画改訂に向けた提言的な指針を示すことも大切であ

る。 
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提言２ 
国は、海洋基本法、海洋基本計画に示された、基本的施策である「沿岸域の総合的管

理」にもとづいて地方自治体に対する支援の仕組みの構築を推進すべきである。 
 
解説 
 国は、地方自治体の沿岸域総合管理への取組みを支援するため、段階に応じ、制度的、

人的、財政的、技術的支援を実施すべきである。その中で特に 
・ 地域がつくった計画と国の計画との整合性を担保すると同時に、地域がつくった

計画を尊重する仕組み（計画の奨励と認定等）の確立 
・ 地域がつくった計画を実施するための財政的支援・各省庁の関連事業予算等の活

用（情報提供とコーディネイション等）の実施 
・ 技術的支援としての、人材育成のための仕組みづくり（各種ガイドライン等の資

料提供、研修の実施やスキル認定等）、人的支援（人事交流など）の促進 
などは優先度の高い支援策として考えられる。 
                                 別紙２参照 
（１） 海陸を一体とした状況把握 
 国は、地方自治体が具体の調査に着手する前に「沿岸域総合管理」の全体像を把握す

ることを支援することとし、上で、そのために全体像把握のためのガイドラインの提供、

社会的、自然的条件の把握のための調査の支援および、調査実施に係る専門家からのア

ドバイスの提供などを行うことが有効であると考えられる。また、地方自治体が海域の

問題を行政事務として取り扱う前提として、海域（内水）の市町村域への組み入れが望

ましく、そうした手続きの整備も必要である（提言３参照）。 
 
（２） 地域の関係者による合意形成 
こうした準備段階の作業については、地方自治体の基礎的な事務として実施するため

に、自由度の高い国の予算の準備が望ましい。地方交付税の追加配分や、地域の計画策

定にも活用できるような予算などのが考えられる。また、計画策定に向けた議論のファ

シリテーション技術に関する能力増進の支援も必要である。 
 
（３） 関連計画との整合に配慮した沿岸域総合管理計画の策定 
国は、地域が沿岸域総合管理計画を策定する際に、既にある国などの個別の管理計画

との整合を図るため、沿岸域総合管理計画策定のための協議会に、関係する国や県の関

係者を積極的に参加させることが望ましい。 
国は、地域が主体となった沿岸域総合管理計画の策定を進めるため、市民参加や計画

策定についてのガイドラインの策定や、国や県からの計画策定の奨励といったインセン

ティブを与えることが望ましい。 
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（４） 順応的管理による沿岸域総合管理事業の実施 
（４－１）個別事業の実施計画の策定 
沿岸域総合管理事業実施に向けた個別の実施計画の策定に当たって、国は、地方自治

体が他事業の経験や知恵を正しく反映させるために、事例集などを提供すること、他の

計画との整合を図るために県や市との連携を密にすること等が望ましい。 
ガイドラインや事例集などの内容を普及させるための研修を、各地域の特性や要望に

応じて実施することが望ましい。 
 
（４－２）体制構築 
 地方自治体における取組み体制を強化するために、国と地方自治体の交流人事や人材

派遣、研修の実施等による能力開発、人材育成、普及啓発などを推進することが望まし

い。 
 
（４－３）事業実施 
国において、沿岸域総合管理および、その事業を推進するための直接的な予算措置は

なされていないが、地方創生に関連する交付金や、社会資本整備総合交付金のように個

別補助金を一括し、地方自治体にとって自由度が高く、創意工夫が活かせる交付金など、

活用可能な財政措置がなされている。国は、こうした関連予算の紹介やコーディネイシ

ョンを実施し、沿岸域総合管理への活用を促すことが望ましい。 
 

（５） 沿岸域総合管理計画の評価と見直し 
沿岸域総合管理計画の評価手法についての知識と経験を持った専門家の派遣、ガイド

ラインの提供などが国からの支援として期待される。 
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提言３ 
自然的社会的条件からみて一体的に施策が講ぜられることが相当と認められる沿岸

域の総合的管理の対象となる「海域（地先水面）」については、市町村域への編入につ

いて市町村から申請があった場合は、国は積極的にこれを認め、海域においても陸域同

様に市町村による管理が実施される環境を作り、市町村の行政事務として海域と陸域を

一体として沿岸域総合管理計画を策定することを奨励すべきである 
 
解説 
市町村の目の前の地先海面は、陸域同様、産業活動や市民活動の場であることから、

環境の保全と持続可能な開発の両立、多様な利用の調整など、市町村が主体的に管理す

べき場である。例えば、閉鎖性海域を囲むように市町村が立地している場合などは、湖

沼と同様、市町村の区域として管理することが望ましい。市町村の区域となれば、海域

と陸域を一体として沿岸域総合管理計画を立案し、沿岸域での事業が主体的に実施でき

るようになるとともに、いままで管理責任や窓口の所在が明確でなく実施が困難であっ

た課題に対しても、市町村の行政事務として位置づけ、対処していくことができるよう

になる。 
この点については、「海域も市町村の区域に含まれていると解されており、地方自治

法上の手続きにより、海域における市町村の境界の画定･変更は可能である。」との見解

も表明されている。具体的には「関係市町村の同意→都道府県議会の議決→総務大臣に

届け出→告示及び関係行政機関への通知」（地方自治法第 9 条の 3）の手続きを経るこ

とにより、海域における都道府県及び市町村の境界変更が可能となる。 

・ 平成 22 年 6 月に海洋基本法フォローアップ研究会が提出した提言の中で、「定住自立圏

構想、過疎地域の自立・活性化のための沿岸域政策の推進」として、「海洋基本法は、沿

岸の海域及び陸域は自然的社会的条件から見て一体的に施策が講じられる必要があると

定め、また、地方公共団体は、海洋に関し、国との適切な役割分担を踏まえて、その地方

公共団体の区域の自然的社会的条件に応じた施策を策定し、実施する責務を有する、と定

めている。しかしながら現行制度では、それが陸地に大きく囲まれていても、海域は市町

村域に居は含まれていない。これは、沿岸自治体・住民と地先の海の密接不可分な関係や

海洋基本法により構築された新たな法的枠組みから見て不適切である。」と指摘した。こ

れを受け、平成 22 年 10 月の海洋基本法フォローアップ研究会において、総合海洋政策

本部事務局は、「海域も市町村の区域に含まれていると解されており、地方自治法上の手

続きにより、海域における市町村の境界の画定・変更は可能である」、「地域間の情報共有

を促すことを目標とした、各地域における取組みのベストプラクティスの取りまとめを行

う予定」と見解を示した。 
 
将来的には、制度の改訂も視野に入れ、海域における市町村の境界変更により、海域

を市町村域へ組み込み、地方交付金算定基礎への組込みや、適用可能な交付金、補助金

などの充実（交付金・補助金の対象を海域も含む部分に拡大する）などの可能性を検討

すべきである。 
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あとがき 
我が国の沿岸域は、多様な地形、豊かな生態系、人々の利用が重なる重要な地域であ

る。20 世紀の後半に都市化、人口増加、産業構造の変化を受け、海域環境の劣化が進行

した。そうした環境悪化、資源の現象、利用の競合といった問題に対応するために、「沿

岸域の総合的管理」という仕組み、「多様な関係者が参加して計画的、順応的に取組む」

という政策概念が生み出された。 
我が国においては、1960 年代くらいから様々な取組みがなされてきた。「沿岸域の総

合的管理」が位置づけられたのは 2007 年の海洋基本法の制定による。それに基づき

2008 年に海洋基本計画が閣議決定され、2013 年に新たな海洋基本計画として改正され

たことにより沿岸域の総合的管理の取組みが進められてきた。しかしながら、その進捗

状況を見ると、特に地方に存在する比較的小さな地域における沿岸域に対する総合的管

理の取組みの遅れ、主体となるべき地方自治体（市町村）の人的・財政的・技術的資源

の不足が示唆される。 
本提言では、地方沿岸域と称して、主として日本の小規模な地方の沿岸域を対象とし

て沿岸域総合管理の推進のための方策を示している。そのあるべき姿について整理した

後、市町村において沿岸域総合管理の推進のために目指すべきこと、それを支援する国

の仕組み構築、そうした取組みの背景となる「地先水面の市町村域への編入」について

提言した。地域において沿岸域総合管理を導入することは、長期的・総合的視野に立っ

た問題解決、限られた人的・財政的資源の有効活用、個別管理の調整などが図られる効

果が期待できるものである。 
また、まち・ひと・しごと創生法に位置づけられた長期ビジョンや総合戦略に則った

地方版総合戦略の策定、戦略の実施においても、沿岸域総合管理の仕組みは効果的に活

用できるであろう。こうした狙いも含め、市町村が主体的に沿岸域総合管理に取組み、

国がそれを効果的に支援するという体制が構築され、地方創生が推進されることを期待

している。 
なお、沿岸域には、本提言で対象とした小規模な地方沿岸域だけでなく、より多くの

自治体が関係するより大規模な沿岸域や、島とその周辺海域からなる沿岸域、さらには

都市沿岸域といった多くのバリエーションがある。本提言は、そうした様々な沿岸域に

対しても参考となるものであると信じているが、今後、そうした異なるタイプの沿岸域

を含んだ包括的な提言をまとめられるよう、研究を進めていきたい。 
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総合的海洋政策研究委員会 

 
委 員 長 來生  新 放送大学 副学長 
委   員 秋道 智彌 総合地球環境学研究所 名誉教授 

磯部 雅彦 高知工科大学 副学長 
木下  健 日本大学理工学部 特任教授 
黒倉  寿 東京大学大学院農学生命科学研究科 教授 
白山 義久 海洋研究開発機構 理事 
高橋 重雄 港湾空港技術研究所 理事長 
寺島 紘士 海洋政策研究財団 常務理事 
中原 裕幸 一般社団法人 海洋産業研究会 常務理事 

横浜国立大学統合的海洋教育・研究センター 客員教授 
松田  治 広島大学 名誉教授 
山尾 政博 広島大学大学院生物圏科学研究科 教授 
山形 俊男 海洋研究開発機構 アプリケーションラボ所長 

 
※ 敬称略、あいうえお順、肩書きは平成 27 年 3 月末時点のもの 

 
 

沿岸域総合管理制度ワーキンググループ 

 
座   長 來生  新 放送大学 副学長 
委   員 池田 龍彦 放送大学神奈川学習センター 所長 

岸田 弘之 全国建設研修センター 理事 
北村 喜宣 上智大学法科大学院 教授 
河野  研 福井県小浜市産業部 次長（農林水産課長事務取扱） 
寺島 紘士 海洋政策研究財団 常務理事 
中田  薫 水産総合研究センター研究推進部 研究主幹 
中原 裕幸 一般社団法人 海洋産業研究会 常務理事 

横浜国立大学統合的海洋教育・研究センター 客員教授 
濵野 由人  三重県志摩市農林水産部 里海推進室長 
三浦 大介 神奈川大学法学部 教授 

 
※ 敬称略、あいうえお順、肩書きは平成 27 年 3 月末時点のもの 
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8

年
松

崎
晃
治

市
長

就
任

、
2
0
1
2
年

に
再
選
 

2
0
1
3
年
：
吉

村
武
司

市
長

就
任
 

2
0
11

年
：
沖
本

年
男

市

長
就
任
 

2
0
1
3

年
：

岡
田
順

一
町

長
就
任
 

2
0
0
9

年
：

山
本

正
徳

市

長
就
任

、
2
0
1
3
年

再
選

 

2
0
1
0

年
：

中
村
法
道
知

事
就
任
 

2
0
1
2

年
：
川
満
栄

長
町

長
就
任
 

－
 

組
織
 

2
0
11

年
：

里
海

推
進
室

設
置
 

現
在
：
小

浜
市

産
業
部
農

林
水

産
課
が
主
務
 

2
0
1
3

年
：

里
海
づ

く
り

の
政

策
監
任
命
 

現
在
：
備

前
市

ま
ち
づ

く

り
部

産
業

振
興

課
水

産

係
が
主
務
 

現
在
：
宿

毛
市

産
業

振
興

課
、
大

月
町
役

場
産

業
振

興
課
が
主
務
 

当
初
：
岩
手

県
沿

岸
広

域

振
興
局
 

現
在
：
宮

古
市

総
務
企
画

部
復
興

推
進

課
、
い
わ

て

マ
リ

ン
フ
ィ

ー
ル
ド

（
N
P
O
）
が
窓

口
 

長
崎

県
環

境
部
 

長
崎

県
環

境
政

策
課
 

長
崎

県
環

境
保

健
研

究

セ
ン
タ

ー
等
が
窓

口
 

 

 
－
 

事業実施
 

実
施
事
業
 

干
潟

再
生

・
テ

キ
ス

ト

化
・

里
海
学
舎
 

ア
マ

モ
再

生
・
地

下
水

管

理
 

1
9
8
5

年
か

ら
漁

業
者

を

中
心

と
す

る
ア

マ
モ

再

生
活
動
 

2
0
1
4

年
：

備
前

市
に

よ

る
ブ

ラ
ン
ド

化
事

業
 

 

漁
業

振
興
 

復
興

事
業
 

貧
酸

素
対

策
（
エ

ア
レ

ー

シ
ョ

ン
）
 

浅
場

造
成
 

2
0
1
4

年
：

サ
ン

ゴ
礁

等

海
域

に
お

け
る

地
方
交

付
税
算

定
面

積
基
礎
調

査
等

事
業

の
実
施
 

再
生

会
議

：
陸
域

対
策

・

海
域

対
策
・
モ
ニ
タ

リ
ン

グ
の

3
つ
の
分
科

会
 

フ
ォ

ー
ラ

ム
：
７

つ
の

プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
チ

ー
ム
 

⑤沿岸域総合管理計画の評価

と見直し
 

目
標

設
定
 

稼
げ

る
・
学
べ

る
・
遊
べ

る
、
新

し
い

里
海

創
生

に

よ
る

ま
ち
づ

く
り
 

検
討

中
：
水

循
環

、
水

を

め
ぐ

る
文

化
、

水
産

業

（
加
工

業
を
含
む

）
 

 

ア
マ

モ
場

再
生
 

ブ
ラ

ン
ド
力
 

検
討

中
 

大
震

災
か

ら
の
復
興
 

山
か

ら
海

ま
で

一
体

と

な
っ
た

里
海
づ

く
り
 

自
然

と
文

化
 

安
全

安
心

な
ま

ち
 

江
戸

前
を
含
む

多
様

な

生
物
の

生
息
 

事
業
評
価
 

2
0
1
4

年
：

協
議

会
に

評

価
専
門
部

会
設

置
、
評

価

プ
ロ
セ
ス

を
開

始
 

 
 

 
 

 
 

2
0
1
2
年

：
第

1
期
行
動

計
画

の
と

り
ま

と
め
（
評

価
実

施
）
 

⑤ その他
 

対
外
活
動
 

2
0
1
3

年
：

東
ア

ジ
ア

海

域
環

境
管

理
パ

ー
ト
ナ

ー
シ

ッ
プ

(P
E
M
S
E
A
)

の
地
方

自
治

体
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
（
P
N
L
G
）
に

参

画
、

会
議

開
催
 

2
0
1
2

年
：

全
国

ア
マ

モ

サ
ミ

ッ
ト

in
若
狭

開
催
 

2
0
1
6

年
：

全
国

ア
マ

モ

サ
ミ

ッ
ト

開
催
検
討

中
 

2
0
0
3

年
：

地
元

漁
業
者

と
ダ

イ
バ

ー
が

連
携

し

間
伐
材

を
使
っ
た
「

海
の

中
の
森
づ

く
り

」
開

始
 

2
0
11

年
1
0
月

：
「

東
日

本
大

震
災

か
ら

の
復
興

－
岩
手

県
沿

岸
域

の
生

の
声

を
き

く
会
－

」
開

催

2
0
1
4
年

IP
M
E
N
2
0
1
4
 

J
A
P
A
N

開
催
 

2
0
1
4
年

8
月

：
大

村
湾

サ
ミ

ッ
ト
で

大
村

沿
岸

1
0

市
町

の
首

長
が
意
見

交
換
（

大
村

湾
を
活

か
し

た
ま

ち
づ

く
り

自
治

体

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

）
 

2
0
1
3
年

2
月
：「

地
方

自

治
体

の
海

洋
政

策
に

関

す
る
シ

ン
ポ

ジ
ウ

ム
－

海
域

管
理

の
た

め
の
財

源
を

考
え

る
」

を
開

催
 

2
0
1
3

年
よ

り
東

京
湾

大

感
謝
祭

を
開

催
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